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【まえがき】

平成27年第１回定例会におきまして、平成27年度の予算案をはじめ、

関係諸議案のご審議をお願いするにあたり、私の所信の一端と新年度の

予算や主要な施策の概要を申し上げ、議員各位並びに市民の皆様のご理

解とご協力を賜りたいと思います。

【市政運営の基本的な考え】

はじめに、市政運営の基本的な考えを述べさせていただきます。

私は、昨年10月26日に行われた浦安市長選挙におきまして、５期目の

負託をいただき、引き続き市政運営の重責を担うこととなりました。こ

こに改めて、議員各位並びに市民の皆様に心から御礼と感謝を申し上げ

ます。

この度の５期目の選挙は、これまでの16年間の私の市政運営に対する

信任と、これからの４年間、16万３千市民のうらやす丸の舵取りを負託

されたという大きな意味があるものと考えます。

奇しくも、今年は、敗戦から70年、阪神・淡路大震災から20年という

大きな節目を迎える年です。

国においては、これまでの医療・年金・介護の社会保障３分野に加え

て、新たに「子ども・子育て支援新制度」の創設という大きな改革が行

われ、また、生活困窮者自立支援法による貧困格差の是正や、障がい者

への差別解消といった新たな取り組みも行われようとしています。

さらには、岩盤規制と言われた教育委員会制度に関するおよそ60年ぶ

りの改革や、これまで以上に地域の活性化を促す「地方創生法の施行」

など、戦後70年間で築かれてきた様々な社会制度が大きく変ろうとして

います。

こうした時代潮流の中にあって、全国の自治体が、社会制度の変化に

的確に対応していくだけでなく、これからのまちづくりのあり方を模索
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しているところです。

本市においても、約40年に及ぶ新しいまちを創る時代から、市民とと

もに築いたまちを磨き上げる時代を迎えています。

少子高齢社会の進展やそれに伴う社会保障費の増大といった課題は山

積していますが、付加価値を創造し続ける政策先進都市として、こうし

た課題に積極果敢に挑戦し、地方自治のモデルを全国に提示していく所

存です。

今回の選挙においても、私は200回を超えるミニ集会を市内各所で開催

し、市政への要望や意見を伺ってまいりました。

多くの市民と意見を交わす中で、終の棲家として浦安に住み続けたい

という思いや、浦安市をより良いまちとするために、まちづくりに積極

的に関わっていきたいという熱意を、これまで以上に肌で感じました。

こうした協働の担い手となり得る市民が多くいることこそ、本市の大

きな財産であり、強みであると確信しています。

この豊かな市民力や、震災でも下がることのなかった浦安市のポテン

シャルを活かし、浦安市のより一層の福祉の増進に努めるとともに、政

策先進都市の位置づけを確かなものとしていく決意を新たにしています。

そのため、今後打つべき政策を「市民との約束2014」と題する政策公

約集としてまとめ、市民の皆様にその内容を積極的に訴えてまいりまし

た。

現在、この「市民との約束2014」に掲げた政策公約の実現を確実なも

のとするため、また、数々の課題に果敢に挑戦し、新しいステージを切

り開くため、政策公約集を中心に据えた、平成27年度を初年度とする３

ヵ年の第３次実施計画を策定しているところです。

まず、復旧・復興につきましては、皆様のご理解とご協力を賜りなが

ら、最優先課題として取り組んでまいります。

現在の復旧・復興工事の進捗率について申し上げますと、下水道につ

いては平成26年度末には約99％の工事が完了する見込みとなっています。

一方、道路については、これまで幹線道路から工事を進めてまいりま
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したが、平成26年度末では全体の約39％の工事が完了見込みとなってい

ます。今後は皆様の生活道路の復旧工事に力点を置き、平成28年度まで

に、すべての道路の復旧・復興工事の完了を目標に取り組んでいきます。

また、復興交付金事業の市街地液状化対策事業に関しては、土地所有

者の方々の合意形成に加え、自己負担が発生することから、実現が疑問

視される中、浦安市では、多くの方々が本事業の推進に協力してくださ

いました。

これはまさに、住民の皆様の自らの手で液状化のまちから災害に強い

まちを創るという、強い想いの表れに他なりません。

この想いをしっかりと受け止め、20地区4,103戸の宅地を対象として、

地区ごとの詳細な設計や事業費の算出を行った後、既存宅地において、

日本はおろか、世界的にも前例のない液状化対策事業を行ってまいりま

す。

また、日本が平成23年から人口減少社会に突入し、このまま手を 拱
こまね

い

ていれば、896の自治体が消滅する可能性があると言われており、今や、

「人口問題」は日本中の関心事となっております。

とりわけ、「少子化」は、各自治体にとって喫緊の課題であることをこ

れまで以上に突き付けられており、まさに待ったなしの状況です。

これは決して僻地
へ き ち

や中山間地域の問題ではなく、全国で最も若いまち

と言われた浦安市も例外ではありません。

若い母親や働いている母親をはじめとする多くの方々と意見交換を重

ねる中で、子育て世帯の95％以上が核家族で、サポートしてくれる両親

などが身近にいない家庭が多い浦安市のような環境では、特に子育てに

対する身体的、精神的な負担、さらには、教育における経済的な負担を

少しでも取り除くこと、そのための環境を整えることが、少子化を食い

止めるために必要なのだということを改めて教えられました。

昨年来、浦安市では、フィンランドのネウボラをモデルにしたこども・

子育てに関する、いわゆる妊娠、出産から就学前までの切れ目のない支

援を展開しています。平成27年度においても、保健師と子育てケアマネ

ジャーが作成する「子育てケアプラン」、出産直後の母親に心身のケアや
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育児相談などを行う「産後ケア」といった支援策の充実や、「給付型奨学

金制度」の創設などに取り組んでまいります。

また、厚生労働省によると、第１子を出産したときの女性の平均年齢

は、平成 24 年度で 30.3 歳となっており、晩産化の傾向が強まっていま

す。

医学的には、女性の自然に妊娠する力は 30 歳ごろから低下し、18 歳

から 26 歳までが“出産適齢期“と言われていますが、周りを見渡しても、

こどもを望み、産みたいと考える時期と妊娠分娩に適切な年齢とに差異

が生じている状況です。

本来であれば、出産適齢期に夫婦がこどもを儲けることができる社会

を一日でも早くつくるべきところですが、そうした環境が整うまでの間、

女性の妊娠と出産をサポートしていきたいと考え、順天堂大学医学部附

属浦安病院の不妊治療研究に対して支援することを決めました。

日本中が抱える問題へ浦安市が一石を投じることにより、本市の試み

が少子化の解消やワークライフバランスの実現など、現在、日本が抱え

る課題の解決につなげていければと考えています。

一方、一昨年６月から高齢社会に突入した本市では、健康寿命の延伸

のために、スマート・ウエルネス・シティの取り組みを推進していると

ころです。昨年12月には、「健幸長寿社会を創造するスマートウエルネス

シティ総合特区」の指定を受けました。

これを受けて、新たな試みとして、歩くことを基本とした市民一人ひ

とりの健康づくりを支援していくため、健幸ポイントの実証実験を産学

公民の連携により開始したところです。

本年１月に先着500名で参加者を募集したところ、予想を上回る反響が

あり、数時間で定員に達しました。浦安市民の健康意識の高さを実感す

るとともに、本事業の手応えを強く実感したところです。

平成27年度は、実証実験の参加者を追加募集し、継続して実施します。

あわせて、これまでのまちづくりのなかで築いた、三方を海と川に囲

まれた本市の魅力ある水辺や緑の空間を活かし、楽しみながら歩ける環
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境づくりを行うなど、健康・医療施策とまちづくり施策の融合により、

高齢化が進んでも持続可能な先進予防型社会の実現に取り組みます。

また、市民にとって、これからも魅力や活力あるまち、誇れるまちと

して持続的に発展していくために、各地域の特色を活かしながら、更な

る活気とにぎわいを生み出す、都市拠点の充実・強化に取り組んでいき

ます。

まず、浦安駅前では、昨年４月に交換により取得した土地で行ってい

るビルの解体について、平成27年度早期に完了させます。また、関係権

利者との調整を行いながら、跡地を利用して交差点の改良とともに、現

在やなぎ通りに点在している、バス停留所を集約して交通結節機能の改

善に取り組みます。

さらに、新庁舎の建設後、現在の第２庁舎跡地に、緑にあふれ、市民

が集い憩うことができる環境や、災害時の防災機能を合わせもつ、浦安

公園の整備を進めてまいります。

また、新浦安駅前では、新たに建設される民間所有ビルの一部を賃借

し、市の芸術文化の拠点として本格的な音楽ホールを整備します。

駅前の利便性を活かして、市民の皆様をはじめ、誰もが優れた芸術文

化と触れ合い、かつ、人と人が触れ合うことのできる機会を提供してい

くことで、新浦安駅前の新たな賑わいを創出してまいります。

以上のような施策を中心に、浦安が新たなステージへと大きな一歩を

踏み出し、持続的に発展し続けるためにも、私は、平成27年度において、

財政調整基金を活用して、一般会計だけで1,000億円を超える、積極的な

予算編成を行いました。

日本経済新聞社が昨年11月に行った、全国の790の市と東京23区の平成

25年度の決算状況に関する調査の結果、東京23区を含めてもなお、浦安

市が財政力指数トップとなりました。

震災の影響を受け、財政力が大きく落ち込むであろうと思われた時期

にあって、全国トップという結果に、これがまさに浦安市の底力だと、
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私自身も改めて認識しているところです。

今後も、健全財政の維持と先進的な施策展開に、たゆまぬ努力を積み

重ねるとともに、浦安のみならず日本中をとりまく課題にも積極果敢に

取り組むなど、市政運営に全力を傾注していく覚悟です。

こうした挑戦する姿、あるいは生み出す付加価値は、必ずや、市民の

皆様が浦安をますます愛し、そこに暮らすことに、より一層の誇りを持

っていただくことにもつながっていくと確信しています。

【平成27年度当初予算の概要】

次に、平成27年度当初予算の概要について申し上げます。

我が国は、長引く景気低迷のなかで、デフレからの脱却、経済再生を

掲げ、いわゆる「アベノミクス」を中心とした経済対策を推進してきま

した。

そして、これまで景気指標の面では継続的な上昇がみられないなか、

本年２月、内閣府発表の景気動向指数では、全体としてはまだ個人消費

の弱さがみられるものの、自動車や携帯電話など耐久消費材の出荷が増

加したことを受け、「改善を示している」と回復傾向にある旨の基調判断

が示されています。

このような中で、本市は、恵まれた財政状況を背景に、復旧・復興事

業の早期完了を目指しつつ、少子高齢社会へ向けた取り組みなど、様々

な行政課題に積極果敢に取り組むため、当初予算を編成しました。

歳入面では、市税は前年度当初予算比較でわずかに下回るものの、ほ

ぼ同程度となる401億円余りを見込んでいます。

このうち、市民税については、地方法人税の創設などにより、対前年

度比で、法人市民税が1.8億円減少するものの、個人市民税が3.3億円増

加することから、全体としては、前年度に比べ1.5億円増加すると考えて

います。

また、地方消費税交付金は、消費税の引き上げにより対前年度比12億

円増の34億円の歳入が期待できると見込んでいます。

一方、歳出面では、道路等と宅地の一体的な液状化対策をはじめ、少
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子化対策基金を活用したこども・子育て関連分野における事業の推進な

ど、積極的な予算編成を行いました。

なお、財源については、最大限、国庫交付金などを確保するとともに、

長期的な視点に立ち、財政の健全性を念頭に置きながら、地方債の適切

な発行や財政調整基金の戦略的な活用を図りました。

また、持続可能な行財政運営を行っていくため、引き続き、選択と集

中による、ヒト、モノ、カネ、情報といった経営資源の最適な活用に取

り組んでまいります。

【行政組織】

行政組織につきましては、新庁舎の供用開始を平成28年度に控えてい

ることから、必要最低限にとどめ、最優先の課題となる震災からの復旧・

復興や、新たな制度への対応などに取り組むため、一部見直しを行いま

す。

道路等と宅地の一体的な液状化対策を、より強力に推し進めるため、

復旧事業プロジェクトと市街地開発課液状化対策推進室を統合し、新た

に「復旧・液状化対策プロジェクト」を新設します。

また、こども施策を総合的に調整するため、課名をこども家庭課から

「こども課」へ変更するとともに、子育て事業の充実・強化や少子化対

策の安定的・継続的な事業展開に取り組むため、「少子化対策室」を新設

します。

さらに、先進予防型社会の構築を目指し、高齢社会への対応を横断的・

総合的に推進するため、企画政策課に「スマートウエルネスシティ推進

室」を新設します。

【主な施策・事業】

次に、平成27年度に取り組む主な施策や事業について申し上げます。

まず、復旧・復興に関する施策について申し上げます。

大規模な地震の際、液状化の被害を極力抑え、緊急物資の輸送や緊急
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搬送が円滑に行えるよう、引き続き、幹線道路の液状化対策工事を行い

ます。また、街区内道路については、復旧・復興工事を優先に行い、地

籍調査により土地の境界を確定してまいります。

下水道については、平成 27 年度の完了を目指し、引き続き工事を進め

ていきます。

道路等と宅地の一体的な液状化対策の実施に向けた取り組みを進めて

いる 20 地区においては、住民の皆様の工事に向けた最終的な意思を確認

した地区から、格子状地盤改良工法による工事を行います。

次に、まちの活性化、利便性の向上に関する施策について申し上げま

す。

バス路線網については、より一層の利便性の向上と少子高齢社会の進

展に向けて、バス事業者との協議の場を設けながら、充実・強化に取り

組んでいきます。まずは、市民の利便性向上のため、バス事業者に対し

て、乗継運賃の割引に関する費用の一部を助成します。

また、新宿、渋谷、羽田方面との交通アクセスの改善を図るため、関

係自治体などとの連携を図りながら、ＪＲ京葉線と東京臨海高速鉄道り

んかい線の相互乗り入れによる直通運転の実現に向け、引き続き、鉄道

事業者に働きかけていきます。

社会保障や税の効率性、透明性を高め、市民にとって利便性の高い公

平・公正な社会を実現するため、マイナンバー制度の円滑な導入を図り

ます。また、更なる市民サービスの向上を目指し、本市独自の利活用に

ついても検討を進めます。

地域コミュニティの活動を促進するため、シーガーデン新浦安自治会

集会所を老人クラブ会館との合築により建設するとともに、さつき苑自

治会集会所、パークシティ弁天自治会集会所の建て替えを行います。ま

た、望海の街自治会集会所の整備に向けた実施設計を行います。

市民に墓所を安定して供給するため、最終の第３区の造成工事を行う

とともに、多様化した市民ニーズを踏まえ、納骨堂や合葬式墓地など新

たな墓地施設の基本設計に取り組みます。
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次に、元町地域の整備に関する施策について申し上げます。

住環境の向上や防災機能の充実を図るため、元町地域で初めての近隣

公園である浦安公園の整備に向けた、基本計画の策定に取り組みます。

また、市役所新庁舎については、災害対策拠点としての機能強化と業

務機能の集約化・効率化を図るため、平成 28 年度、出来るだけ早期に供

用開始が出来るよう、引き続き建設工事を推進します。

さらに、地域の資源を活かした魅力ある拠点やまちなみの景観の整備

に向け、新橋脇やその周辺にある市有地の活用方法を検討します。

また、懸案となっている密集市街地の解消に向けて、地区の災害時の

安全性を向上させるため、事業計画の策定に取り組みます。

堀江・猫実Ｂ地区の土地区画整理事業が完成したことから、その実績

を活かし、引き続き、新中通りのみなと線からやなぎ通りまでのＡ地区

の再整備に向け、地区住民や権利者のご協力をいただきながら、取り組

んでまいります。

さらに、浦安駅周辺地区では、関係権利者との調整を進めながら、バ

ス停の集約化や食い違い交差点の改良など、ステップ１の事業化を積極

的に推し進めます。

次に、少子化対策に関する施策については、出会いから結婚、妊娠、

出産、子育てにわたる切れ目のない支援を行うための施策を、引き続き

積極的に展開してまいります。

子育て世帯の悩みや不安感、孤独感を軽減するため、妊娠届から１歳

６か月健診までの行政とのつながりが希薄になる時期に、子育てケアマ

ネジャーと保健師がこどもの成長に応じ、「子育てケアプラン」を作成

するとともに、「子育て支援ギフト」を贈呈し、子育て家庭と行政との

つながりを強化します。

心身ともに不安定になりやすい出産後の母子を対象に、産後の疲れた

身体を癒すとともに、母と子の愛着形成が促進されるよう、助産師など

の専門職によるきめ細かなケアをオリエンタルホテルと東京ベイ浦安市

川医療センターで実施します。また、新たにホテルエミオン東京ベイで

も実施できるよう、協議調整を進めてまいります。
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将来の妊娠、出産、子育てを見据え、早い時期から赤ちゃんへの関わ

り方や育児についての知識を深めてもらうため、小学校高学年や中・高

校生を対象として赤ちゃんとふれあう機会を提供します。

また、子ども・子育て関連３法の制定を受けて、本年４月から「子ど

も・子育て支援新制度」が始まります。

これを受けて、質の高い幼児期の教育・保育を提供するとともに、待

機児童の解消を図るため、渋谷教育学園浦安こども園を開設するととも

に、公立幼稚園８園を認定こども園に移行します。また、新たに認可保

育園３園の整備と既存の認可外保育園２園の認可保育園への移行を支援

します。

さらに、多子世帯の子育てにかかる経済的負担を軽減するため、保育

園や幼稚園、認定こども園の保育料や授業料の減免制度を見直し、第２

子を半額に、第３子以降を無料とするよう、要件を緩和します。

やむをえない事情で病気のこどもの看護ができない保護者を支援する

ため、順天堂大学医学部附属浦安病院の増床計画に併せ、病児保育の実

施に向けた協議調整を進めてまいります。

また、こどもたちが伸び伸びと自由に遊び、様々な体験や交流を通じ

て創造性や自主性などを育むことができるよう、株式会社オリエンタル

ランドからの寄付を活用し、高洲地区に「こどもの広場」を整備し、秋

までの開園を目指します。

放課後の異年齢児の交流を通じて、児童の創造性や自主性が養えるよ

う、新たに小学校３校で放課後異年齢児交流促進事業を実施します。ま

た、夏季休暇期間中には、さらに 10 校を加え、実施します。

保護者が、児童育成クラブに通うこどもたちの入退室の情報を確認で

きるよう、メール配信システムを導入します。

子育て支援パスポート事業については、事業開始から６年目を迎えま

した。５年間継続して協賛いただいた事業所を「子育て応援事業所」と

して表彰します。

また、平成 27 年度も引き続き、婚活事業者や市内の観光・産業団体と

連携して、男女の出会いの場などを提供する、婚活事業を展開します。
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次に、教育施策について申し上げます。

学習意欲がありながら、経済的な理由により修学が困難な学生に対し、

教育の機会均等の確保から、修学に必要な費用の一部を奨学金として給

付する、給付型奨学金制度を新たに開始します。

また、小学校と中学校の学びの連続性を重視した小中連携・一貫教育

について、新たに小中連携推進教員を配置し、一層の推進を図ります。

小規模校化を解消し、児童の豊かな学びの環境を整備するため、入船

北小学校と入船南小学校を統合し、入船小学校を開校します。

また、児童・生徒の自ら考える力や学習意欲の向上を図るため、平成

27 年度に開校する入船小学校をはじめ、入船中学校や高洲中学校をモデ

ル校としてタブレット端末を導入し、千葉工業大学と連携して、効果的

な活用方法について検証していきます。

さらに、理科・環境教育や食育などの学校教育を充実させるため、施

設内で植物の生育に必要な環境を人工的に制御し、連続的に生産ができ

る「植物工場」を、理科教育の推進校である入船中学校に設置します。

一人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場の充実を図るため、入船

小学校開校に伴い、特別支援学級を開設します。また、平成 28 年度の富

岡中学校特別支援学級の開設に向け、準備を進めます。

教育環境の充実を図るため、小・中学校の特別教室や中学校の武道場

などにエアコンを設置します。

平成27年４月１日より、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の

一部を改正する法律が施行され、教育委員会制度が大きく改正されます。

これに伴い、市長が主宰する「総合教育会議」で、浦安市の教育施策

の根本的な方針となる教育に関する大綱を定めることとなったため、こ

れまで以上に教育委員会との連携を強化しながら取り組んでまいります。

次に、健康・医療・福祉に関する施策について申し上げます。

不妊に悩む夫婦の経済的負担の軽減のため、引き続き、特定不妊治療

費の一部を助成するとともに、新たに男性を対象とした不妊治療費の一

部を助成します。さらに、不育症に関する治療費の一部を助成します。

また、身近な公園や緑道で気軽に健康づくりができるよう、高洲海浜
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公園に健康遊具を設置します。

認知症の方や介護者の支援、地域の認知症理解を進めるため、引き続

き、舞浜倶楽部との協働により、認知症カフェを開催します。

本年４月に生活困窮者自立支援法が施行されます。これを受け、生活

保護に至る前の段階でのセーフティネットの強化を図るため、学習支援

や就労準備支援なども手厚く実施することで、生活困窮者に対する包括

的な支援を行います。

また、学習が遅れがちな中学生に対して、学習習慣の確立や学力の向

上が図れるよう、公民館などの生涯学習施設において、大学生や教員Ｏ

Ｂなど地域住民の協力による学習支援の充実を図ります。

若者の社会的自立を促すため、ＮＰＯ団体と連携して、ひきこもりな

どの若者に対する就職相談の体制を強化します。

次に、安全・安心に関する施策について申し上げます。

近年の異常気象により、平成26年８月には、広島市をはじめとする日

本各地で、１時間あたりの降雨量が100ミリを超えるような集中豪雨が発

生し、大規模な洪水や土砂崩れを引き起こしました。

頻発する集中豪雨に備え、市内の雨水排水施設の現状把握を行います。

また、集中豪雨の際に発生する道路冠水を軽減するため、東野地区に

一時的に雨水を貯められる地下貯留施設を設置します。

防災対策の充実・強化に向けた取り組みとして、地域防災計画の風水

害等編や大規模事故編の改定を震災編に引き続き行います。

また、災害時の飲料水を確保するため、中央公園、総合公園の２カ所

に設置されている耐震性貯水槽の液状化対策工事を行います。

さらに、第２庁舎で実証実験を行っている「非常時対応トイレ」の避

難所への整備を検討するとともに、組み立て式トイレの計画的な備蓄を

行います。

新浦安駅北口のバスベイ拡充、若潮通りの歩行空間の拡幅や自転車駐

車場、緑道などの改善策について、関係機関と協議を行いながら、整備

計画の策定に取り組みます。



13

次に、環境に関する施策について申し上げます。

うらやす三番瀬環境学習施設について、東日本大震災後の三番瀬干潟

の環境変化を踏まえ、学習の進め方や役割・施設運営などの基本的な考

え方や方向性を、市内環境団体などと協議しながら、調査、検討を進め

ます。

また、使用済小型家電に含まれる希少金属類の再資源化促進と障がい

者就労支援を目的とし、小型家電リサイクル事業を実施します。

次に、生涯学習、スポーツ振興に関する施策について申し上げます。

中央図書館及び全分館の月曜開館を行うとともに、分館の利用時間を

平日 18 時まで延長し、図書館サービスの拡充を図ります。

また、地域の生涯学習拠点である公民館を、より長く快適に利用して

もらえるよう、富岡公民館の大規模改修を行います。

市民がスポーツに親しむ環境を整えるため、陸上競技場に引き続き、

アーチェリー場や野球場の整備に取り組むとともに、テニスコートに観

戦デッキを設置します。また、スケートボード場の拡張工事を行います。

東京オリンピック・パラリンピックの開催に向け、大会への出場が期

待される選手の育成を支援します。

次に、市政運営に関する施策について申し上げます。

地域への愛着心や本市のイメージの一層の向上を目指し、本市の魅力

や強みを市内外に発信するシティプロモーションを実施します。

また、入船北小学校の閉校に伴い、中町地域に貴重な公共用地が生ま

れます。この公共用地の利活用についての提案を募集しながら、検討を

進めていきます。

最後に、国において、地方創生に向けた交付金4,200億円が、平成27

年２月３日に平成26年度補正予算として成立しました。これに伴い、「ま

ち・ひと・しごと創生法」に基づく、地方版総合戦略を平成27年度に策

定するとともに、緊急経済対策として、地域消費喚起・生活支援に関す

る交付金を活用した、プレミアム付き商品券を発行することとしました。
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国は、地域における消費喚起に直接効果があるプレミアム付き商品券

事業を推奨していますが、市町村の自主性を否定するような安易なばら

まき施策とならないよう、私はこれまで千葉県市長会や福祉自治体ユニ

ットといった様々な場を通じて、国や県に対して意見を申し上げてまい

りました。

そのため、本市のプレミアム付き商品券の発行に関しましては、行政

課題である少子高齢社会への対策としての意図も含め、子育て世帯や高

齢者世帯に対する手厚い生活支援としての側面も持たせ、地域性、独自

性のある事業として実施します。

【結び】

ここに、市政運営についての、私の所信の一端と新年度における主要

な施策の概要を申し上げました。

迎えた平成27年は、 乙
きのと

未
ひつじ

の年です。振り返ると、60年前の乙未の年

にあたる昭和30年、日本が高度経済成長に突入し、大きな変革を迎えよ

うとしている一方、浦安市は昭和31年の財政再建団体への転落へと至る、

苦しい時期の真っただ中にありました。

しかし、浦安市の先人・先輩たちは、こうした苦しい状況にも負けず、

より固く結束し、打開策を打ち出すことで、「ピンチをチャンスに」とい

う言葉をまさに体現し、現在の繁栄の礎を築いてくださいました。

現在の繁栄に至るまで、先人・先輩たちがどれほどのご苦労を積み重

ねたのか。そのご苦労とご尽力に思いを馳せると、深い感謝の念が湧き

上がるととともに、市政を預かる者として身が引き締まる思いがいたし

ます。

そして今、日本は再び変革の時代を迎えています。

私は、このような時代にあっても、浦安市は、新たな付加価値を創造

し、自らの力で未来を描くことのできる稀有な自治体であると確信する

とともに、日本を覆う多くの喫緊の課題に対して、私たちの浦安市は小

さくても国の大きな歯車を動かし得る、強力な歯車であると信じて疑い
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ません。

15世紀の中国の思想家で、行動の哲学と言われた陽明学の祖である王

陽明の言葉に「知行
ち こ う

合一
ごういつ

」という言葉があります。これは、実践を伴っ

てこそ本当に知ったことになるという意味の言葉です。

私自身、この「知行合一」の精神にのっとり、自らが先頭に立って課

題解決に取り組み、必ずや、再び「うらやま市」と呼ばれた浦安市を取

り戻す決意を新たにしています。

そして、さらなる発展を目指し、実践を通じて、思い描いた明日を一

歩一歩現実にしていくことに全力を傾注する決意です。

最後に、議会並びに市民の皆様のご理解とご協力を改めてお願い申し

上げまして、平成27年度の施政方針とさせていただきます。

平成 27 年２月 20 日

浦安市長 松 崎 秀 樹


